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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第21期 

第２四半期連結 
累計期間 

第22期 
第２四半期連結 

累計期間 
第21期 

会計期間 
自 2017年４月１日 
至 2017年９月30日 

自 2018年４月１日 
至 2018年９月30日 

自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日 

売上高 （千円） 18,935,900 31,720,279 39,987,224 

経常利益 （千円） 259,560 1,138,662 937,016 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 93,473 893,752 237,256 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 93,642 894,233 242,880 

純資産額 （千円） 9,266,388 11,013,355 10,048,288 

総資産額 （千円） 15,456,997 20,648,241 19,846,880 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 2.92 26.83 7.39 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） 2.85 26.39 7.22 

自己資本比率 （％） 59.9 53.2 50.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 703,947 1,076,652 1,637,838 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △549,812 △332,877 △281,133 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 3,280 29,662 629,043 

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高 
（千円） 5,366,806 7,966,278 7,194,730 

 

回次
第21期

第２四半期連結
会計期間

第22期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 0.65 10.65 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

    ３．当社は2018年４月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。また、2018年10

月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第21期の期首にこれらの株式分

割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益を算定しております。

    ４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前連結会計年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の景気対策などの効果もあり緩やかな景気回復基調で推

移したものの、個人消費におきましては、依然として先行きが不透明であり、お客様の選別の目が一段と厳しくな

ってきております。

 近年のＥＣ業界においては、スマートフォンの一層の普及やＳＮＳ等を活用した販売経路の多様化が進む中で、

市場における価格・サービス競争は激しさを増しており、配送員等の人手不足を背景とした物流コストの上昇や、

大手流通における食品宅配サービス事業への参入など、取り巻く環境は依然として厳しい状況にあります。

 一方で、共働き世帯の増加や健康志向の上昇など、ライフスタイル・価値観の変化に伴う消費者ニーズがますま

す多様化する中、近年、国内においてはミールキット市場が拡大しております。また、当社の主たる事業領域であ

る安全性に配慮した食品業界においては、安心・安全に対する消費者の意識が引き続き高い状況にあります。

 このような環境の中、当社は、2018年２月に会員制食品宅配事業において約30年の歴史を持つらでぃっしゅぼー

や株式会社の全株式を株式会社ＮＴＴドコモより取得し、同社を子会社化しております。当社グループでは、成長

市場である食品ＥＣ市場において、既存サービスであるＯｉｓｉｘ及び大地を守る会に、同社のサービスであるら

でぃっしゅぼーやを加えた３ブランドの独自性・競争優位性の確立に取り組んでまいりました。

 

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は31,720,279千円（前年同期比67.5％増）となりました。利

益面では、営業利益は1,115,411千円（前年同期比369.5％増）、経常利益は1,138,662千円（前年同期比338.7％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は893,752千円（前年同期比856.2％増）となりました。

 第１四半期連結会計期間より、らでぃっしゅぼーや株式会社の子会社化に伴い、同社の四半期損益計算書を四半

期連結損益計算書に含めております。

 なお、「連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更」に記載のとおり、従来、連結子会社のうち決算日が２月28日

であるらでぃっしゅぼーや株式会社については、当第２四半期連結累計期間は、2018年３月１日から2018年９月30

日までの７か月間を連結しております。

 

①宅配事業（Ｏｉｓｉｘ） 

 インターネットを通じて主に食品・食材の直販を行う宅配事業（Ｏｉｓｉｘ）においては、ミールキットサービ

ス「KitOisix」が引き続き好評を博するなど、定期宅配サービス「おいしっくすくらぶ」会員数が、前連結会計年

度末（2018年３月末）の169,664人から、当第２四半期連結会計期間末（2018年９月末）には189,352人へ増加して

おり、期初計画を上回って推移しております。会員数の増加による売上高の増加に加えて、原価率の改善や注文単

価の上昇による利益率の上昇により、セグメント利益が大きく増加しております。

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

売上高        13,769,035千円（前年同期比20.0％増）

セグメント利益     1,943,350千円（前年同期比39.6％増）

 

②宅配事業（大地を守る会） 

 カタログやインターネットを通じて主に食品・食材の直販を行う宅配事業（大地を守る会）においては、新規会

員獲得のための販売促進費を投下しており、会員数が、前連結会計年度末（2018年３月末）の44,993人から、当第

２四半期連結会計期間末（2018年９月末）には48,611人へ増加しております。一方で、購入頻度が減少したことに

より、売上高はほぼ横ばい、新規会員獲得のための販売促進費を抑制した前年同期からの反動減などにより、セグ

メント利益は減少しております。

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

売上高         5,440,194千円（前年同期比 0.9％減）

セグメント利益      785,602千円（前年同期比13.1％減）
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③宅配事業（らでぃっしゅぼーや） 

 カタログやインターネットを通じて主に食品・食材の直販を行う宅配事業（らでぃっしゅぼーや）においては、

新規会員獲得のための販売促進費を抑制し、サービスの進化に注力したこともあり、会員数が、前連結会計年度末

（2018年３月末）の88,752人から、当第２四半期連結会計期間末（2018年９月末）には80,031人へ減少しておりま

すが、概ね計画通りに推移しております。

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

売上高         9,926,306千円

セグメント利益     1,765,539千円

 

④その他事業 

 当セグメントは、ソリューション事業、店舗事業、海外事業、卸事業等からなるその他事業でありますが、第１

四半期連結会計期間より、らでぃっしゅぼーや株式会社の卸事業の業績が加わっております。

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

売上高         2,755,513千円（前年同期比27.4％増）

セグメント利益      274,866千円（前年同期比24.8％減）

 

(2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して801,361千円増加し、20,648,241

千円となりました。

 流動資産は、前連結会計年度末と比較して768,926千円増加し、16,030,499千円となりました。これは主に、現

金及び預金の増加772,148千円、商品及び製品の増加118,035千円、売掛金の減少261,484千円によるものでありま

す。

 固定資産は、前連結会計年度末と比較して32,434千円増加し、4,617,742千円となりました。これは、有形固定

資産の増加26,038千円、無形固定資産の減少14,921千円、投資その他の資産の増加21,317千円によるものでありま

す。

 

 当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比較して163,706千円減少し、9,634,886千円

となりました。

 流動負債は、前連結会計年度末と比較して165,308千円減少し、8,564,376千円となりました。これは主に、その

他流動負債の増加194,641千円、未払金の減少215,948千円、賞与引当金の減少90,477千円、買掛金の減少88,862千

円によるものであります。

 固定負債は、前連結会計年度末と比較して1,602千円増加し、1,070,509千円となりました。これは主に、長期借

入金の増加18,484千円、資産除去債務の増加14,67千円、退職給付に係る負債の減少29,988千円によるものであり

ます。

 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比較して965,067千円増加し、11,013,355

千円となりました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益893,752千円によるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、7,966,278千円と

なりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動により得られた資金は、1,076,652千円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益1,101,626

千円、減価償却費207,408千円、のれん償却額190,932千円、売上債権の減少額285,510千円、未払金の減少額

256,339千円、たな卸資産の増加額179,472千円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動により使用した資金は、332,877千円となりました。これは主に無形固定資産の取得による支出284,580

千円、敷金及び保証金の差入による支出38,734千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動により得られた資金は、29,662千円となりました。これは主に、新株予約権の権利行使に伴う株式の発

行による収入45,930千円、リース債務の返済による支出22,212千円によるものであります。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,705,600

計 35,705,600

（注）2018年９月５日の取締役会決議により、2018年10月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行うこ

とに伴う定款の変更が行われ、発行可能株式総数は35,705,600株増加し、71,411,200株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,790,082 33,580,164
東京証券取引所

（マザーズ）

 権利内容に何ら限定のな

い当社における標準となる

株式であり、単元株式数は

100株であります。

計 16,790,082 33,580,164 － －

（注）１．2018年９月５日の取締役会決議により、2018年10月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行

っております。これにより、発行済株式総数は16,790,082株増加し、33,580,164株となっております。

２．「提出日現在発行数」には、2018年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

2018年７月１日～

2018年９月30日

（注）１

161,280 16,790,082 15,262 1,282,961 15,260 5,163,680 

（注）１．新株予約権の権利行使による増加であります。

２．2018年９月５日の取締役会決議により、2018年10月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を

行っております。これにより、発行済株式総数は16,790,082株増加し、33,580,164株となっております。
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（５）【大株主の状況】

    2018年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％) 

髙島宏平 東京都港区 2,577,600 15.35 

株式会社ローソン 東京都品川区大崎１丁目１１－２ 1,354,068 8.07 

株式会社リクルート 東京都中央区銀座８丁目４－１７ 1,324,000 7.89 

ＢＮＹＭ ＮＯＮ－ＴＲＥＡＴＹ Ｄ

ＴＴ 

（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀

行） 

２２５ ＬＩＢＥＲＴＹ ＳＴＲＥＥＴ， 

ＮＥＷ ＹＯＲＫ， ＮＥＷ ＹＯＲＫ 

１０２８６， ＵＳＡ 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

1,263,200 7.52 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 598,000 3.56 

藤田和芳 東京都杉並区 516,258 3.08 

株式会社ＮＴＴドコモ 千代田区永田町２丁目１１－１ 500,000 2.98 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
港区浜松町２丁目１１－３ 463,300 2.76 

ＲＢＣ ＩＳＴ １５ ＰＣＴ ＬＥ

ＮＤＩＮＧ ＡＣＣＯＵＮＴ － Ｃ

ＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・

エイ東京支店） 

７ＴＨ ＦＬＯＯＲ，１５５ ＷＥＬＬ

ＩＮＧＴＯＮ ＳＴＲＥＥＴ ＷＥＳＴ 

ＴＯＲＯＮＴＯ， ＯＮＴＡＲＩＯ， 

ＣＡＮＡＤＡ， Ｍ５Ｖ ３Ｌ３ 

（東京都新宿区新宿６丁目２７－３０） 

431,700 2.57 

五味大輔 長野県松本市 380,000 2.26 

計 － 9,408,126 56.04 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,760,300 167,603 －

単元未満株式 普通株式   28,082 － －

発行済株式総数 16,790,082 － －

総株主の議決権 － 167,603 －

（注）2018年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記の株式数及び議決権の数に

つきましては、株式分割前の数値にて記載しております。

 

②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

オイシックス・ラ・

大地株式会社

東京都品川区大崎 

一丁目11番２号
1,700 － 1,700 0.01

計 － 1,700 － 1,700 0.01

（注）2018年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記の株式数及び議決権の数に

つきましては、株式分割前の数値にて記載しております。

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2018年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 7,236,330 8,008,478 

売掛金 5,415,701 5,154,216 

商品及び製品 918,137 1,036,173 

仕掛品 4,435 28,220 

原材料及び貯蔵品 207,590 253,802 

未収入金 1,335,994 1,334,209 

その他 300,077 372,012 

貸倒引当金 △156,696 △156,614 

流動資産合計 15,261,572 16,030,499 

固定資産    

有形固定資産 878,426 904,464 

無形固定資産    

のれん 1,506,089 1,348,403 

その他 877,657 1,020,422 

無形固定資産合計 2,383,747 2,368,825 

投資その他の資産 1,323,134 1,344,451 

固定資産合計 4,585,307 4,617,742 

資産合計 19,846,880 20,648,241 

負債の部    

流動負債    

買掛金 4,097,110 4,008,247 

1年内返済予定の長期借入金 6,012 7,952 

未払金 3,076,648 2,860,699 

未払法人税等 266,572 315,650 

賞与引当金 90,477 － 

ポイント引当金 147,754 132,075 

資産除去債務 66,000 66,000 

その他 979,109 1,173,750 

流動負債合計 8,729,685 8,564,376 

固定負債    

長期借入金 41,296 59,780 

役員退職慰労引当金 3,300 3,900 

退職給付に係る負債 458,874 428,886 

資産除去債務 282,649 297,320 

その他 282,787 280,623 

固定負債合計 1,068,907 1,070,509 

負債合計 9,798,592 9,634,886 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,259,797 1,282,961 

資本剰余金 5,274,175 5,297,335 

利益剰余金 3,510,139 4,403,891 

自己株式 △2,065 △2,230 

株主資本合計 10,042,046 10,981,958 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,693 4,182 

為替換算調整勘定 △1,030 △2,700 

その他の包括利益累計額合計 3,662 1,482 

非支配株主持分 2,578 29,915 

純資産合計 10,048,288 11,013,355 

負債純資産合計 19,846,880 20,648,241 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

売上高 ※１ 18,935,900 ※１ 31,720,279 

売上原価 10,090,709 16,651,328 

売上総利益 8,845,190 15,068,950 

販売費及び一般管理費 ※２ 8,607,638 ※２ 13,953,539 

営業利益 237,551 1,115,411 

営業外収益    

受取利息 211 94 

受取配当金 4,452 4,235 

受取補償金 3,625 6,940 

その他 20,961 39,780 

営業外収益合計 29,251 51,051 

営業外費用    

支払利息 142 958 

株式交付費 428 472 

為替差損 1,320 1,084 

持分法による投資損失 1,274 22,447 

その他 4,076 2,837 

営業外費用合計 7,242 27,800 

経常利益 259,560 1,138,662 

特別利益    

関係会社株式売却益 － 3,123 

特別利益合計 － 3,123 

特別損失    

退職給付制度改定損 92,222 － 

賃貸借契約解約損 － 40,159 

特別損失合計 92,222 40,159 

税金等調整前四半期純利益 167,337 1,101,626 

法人税、住民税及び事業税 53,865 236,697 

法人税等調整額 19,826 △31,485 

法人税等合計 73,691 205,212 

四半期純利益 93,645 896,414 

非支配株主に帰属する四半期純利益 172 2,661 

親会社株主に帰属する四半期純利益 93,473 893,752 

 

- 10 -



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

四半期純利益 93,645 896,414 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 － △511 

為替換算調整勘定 △3 △1,669 

その他の包括利益合計 △3 △2,180 

四半期包括利益 93,642 894,233 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 93,469 891,572 

非支配株主に係る四半期包括利益 172 2,661 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 167,337 1,101,626 

減価償却費 204,474 207,408 

退職給付制度改定損 92,222 － 

のれん償却額 193,705 190,932 

関係会社株式売却損益（△は益） － △3,123 

賃貸借契約解約損 － 40,159 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,215 △118 

賞与引当金の増減額（△は減少） △69,186 △90,477 

受取利息及び受取配当金 △4,502 △4,329 

支払利息 142 958 

為替差損益（△は益） 2 220 

持分法による投資損益（△は益） 1,274 22,447 

売上債権の増減額（△は増加） △44,506 285,510 

たな卸資産の増減額（△は増加） △151,012 △179,472 

仕入債務の増減額（△は減少） 185,589 △90,865 

未払金の増減額（△は減少） 174,378 △256,339 

未払費用の増減額（△は減少） 173,355 61,445 

その他 △91,520 △22,124 

小計 837,972 1,263,857 

利息及び配当金の受取額 3,587 3,458 

利息の支払額 △142 △958 

法人税等の支払額 △137,469 △189,705 

営業活動によるキャッシュ・フロー 703,947 1,076,652 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △13,524 △28,480 

無形固定資産の取得による支出 △131,503 △284,580 

関係会社株式の取得による支出 △34,990 － 

関係会社株式の売却による収入 － 21,640 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△12,367 △35,332 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入 
－ 19,766 

敷金及び保証金の差入による支出 △349,464 △38,734 

その他 △7,962 12,844 

投資活動によるキャッシュ・フロー △549,812 △332,877 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 △18,006 △3,891 

株式の発行による収入 25,742 45,930 

非支配株主からの払込みによる収入 － 10,000 

自己株式の取得による支出 △1,202 △164 

リース債務の返済による支出 △3,253 △22,212 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,280 29,662 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 △1,889 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 157,409 771,547 

現金及び現金同等物の期首残高 5,209,396 7,194,730 

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,366,806 7,966,278 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関連する事項）

該当事項はありません。 

 

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲の重要な変更

重要な変更はありません。

 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 従来、連結子会社のうち決算日が２月28日であるらでぃっしゅぼーや株式会社については、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っておりました。

2018年10月１日を効力発生日として、当社が同社を吸収合併することを決定したことを契機に、より適切な

連結財務諸表の開示を行うため、第１四半期連結会計期間より連結決算日に本決算に準じた仮決算を行う方

法に変更しております。

 この変更により、当第２四半期連結累計期間は、2018年３月１日から2018年９月30日までの７か月間を連

結し、連結損益計算書を通して調整しております。

 なお、当該子会社の2018年３月１日から2018年３月31日までの売上高は1,597,334千円、営業利益は

69,925千円、経常利益は71,976千円、税金等調整前四半期純利益は71,976千円であります。

 

 

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。この変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。
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（四半期連結損益計算書関係）

 ※１ 売上高の季節的変動 

    前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日） 

 当社グループでは、11月から12月にかけての年末商戦期におせち料理等の販売を積極的に行うことなどから、通

期の売上高に占める第３四半期連結会計期間の比重が高くなる傾向にあります。このため、第２四半期連結累計期

間の売上高は相対的に低くなっております。 

 

    当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日） 

 当社グループでは、11月から12月にかけての年末商戦期におせち料理等の販売を積極的に行うことなどから、通

期の売上高に占める第３四半期連結会計期間の比重が高くなる傾向にあります。このため、第２四半期連結累計期

間の売上高は相対的に低くなっております。 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自 2017年４月１日 
  至 2017年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 

  至 2018年９月30日） 

荷造運賃発送費 2,412,568千円 3,942,017千円 

貸倒引当金繰入額 58,235 69,883 

ポイント引当金繰入額 56,899 43,729 

退職給付費用 45,994 13,075 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

現金及び預金勘定 5,405,807千円 8,008,478千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △39,000 △42,200

現金及び現金同等物 5,366,806 7,966,278
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額  

宅配事業
（Oisix） 

宅配事業 
(大地を守る

会) 

宅配事業(ら
でぃっしゅ
ぼーや) 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 11,470,498 5,487,173 － 16,957,671 1,978,228 － 18,935,900 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － 185,373 △185,373 － 

計 11,470,498 5,487,173 － 16,957,671 2,163,602 △185,373 18,935,900 

セグメント利益 1,392,019 903,669 － 2,295,689 365,473 △2,423,610 237,551 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソリューション事業・店

舗事業・海外事業・卸事業等を含んでおります。 

２．「調整額」のセグメント利益における主な内容は、固定人件費及び各事業セグメントに帰属しない一

般管理費等の全社費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額  

宅配事業
（Oisix） 

宅配事業 
(大地を守る

会) 

宅配事業(ら
でぃっしゅ
ぼーや) 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 13,769,035 5,440,194 9,926,306 29,135,536 2,584,742 － 31,720,279 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － 170,770 △170,770 － 

計 13,769,035 5,440,194 9,926,306 29,135,536 2,755,513 △170,770 31,720,279 

セグメント利益 1,943,350 785,602 1,765,539 4,494,492 274,866 △3,653,947 1,115,411 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソリューション事業・店

舗事業・海外事業・卸事業等を含んでおります。 

２．「調整額」のセグメント利益における主な内容は、固定人件費及び各事業セグメントに帰属しない一

般管理費等の全社費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

 当社グループは、2018年２月28日にらでぃっしゅぼーや株式会社の株式を取得し、らでぃっしゅぼーや株式

会社を連結の範囲に含めたことにより、前連結会計年度より、報告セグメント「宅配事業（らでぃっしゅぼー

や）」を追加しております。

 なお、「連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更」に記載のとおり、従来、連結子会社のうち決算日が２月

28日であるらでぃっしゅぼーや株式会社については同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については必要な調整を行っておりましたが、第１四半期連結会計期間より、当該子会社について

は連結決算日に本決算に準じた仮決算を行う方法に変更しております。

 この変更により、当第２四半期連結累計期間は、2018年３月１日から2018年９月30日までの７か月間を連結

しており、仮決算を行う当該子会社の2018年３月１日から2018年３月31日までの売上高は宅配事業（らでぃっ

しゅぼーや）セグメントが1,508,490千円、その他事業が88,844千円、セグメント利益又はセグメント損失

（△）は、宅配事業（らでぃっしゅぼーや）セグメントが253,820千円、その他事業が△8,446千円、調整額が

△175,449千円であります。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

（1）１株当たり四半期純利益 2円92銭 26円83銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 93,473 893,752

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
93,473 893,752

普通株式の期中平均株式数（株） 32,003,500 33,316,155

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 2円85銭 26円39銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 758,580 546,410

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 

－

 

－

（注）当社は2018年４月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。また、2018年

10月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首にこ

れらの株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2018年11月12日

 

オイシックス・ラ・大地株式会社  

 取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ

 
   

         

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 武  井  雄  次 ㊞

         

指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐  瀬     剛 ㊞

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオイシックス・

ラ・大地株式会社（旧会社名 オイシックスドット大地株式会社）の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計

年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１

日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四

半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オイシックス・ラ・大地株式会社（旧会社名 オイシックスドット

大地株式会社）及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2018年11月14日
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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙島 宏平 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役員管理本部本部長  山中 初

【本店の所在の場所】 東京都品川区大崎一丁目11番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所
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（注）１．2018年６月27日開催の第21期定時株主総会の決議により、2018年７月１日から会社名を上記のとおり変更い

たしました。 

２．第１四半期連結会計期間より、日付の表示を和暦から西暦に変更しています。 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長髙島宏平及び執行役員管理本部本部長山中初は、当社の第22期第２四半期（自 2018年７月１

日 至 2018年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認

しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


